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とをm前としている。契約訟の記載事項については，前述の支

払遅延防止法，建設業法など国鉄に準HJ または適用される法令

にもとづき ， つぎの付属書式を掲げている。

第 l 号謡式物品購入契約書案

首~; 2 号密式物品製作請負契約強'糸

第 3 号 tlJ式物品修理請負契約出家

郷 4 号笛式物品売却契約\!:f災

第 5 号密式建設工事請負契約百災

第 6 号告式 後械修理工事部負契約m~集

第 7 号m式作業誇負契約告案

第 8 号苫式不動産購入契約f!;:案

第 9 号苫式不動産完封l契約I!32長

第 10 号位式不動産借入契約82長

これらの契約苦笑はあくまでも際準契約自式であって， 個々

の具休的な契約の締結に際しては，必裂に応じ特約条項があれ

ばこれを何i入し， そ ι契約の般行に万全を則することが望まれ

ている。

契約告には私署証言;?による場合と公正部，mによる場合とがあ

り ， 契約の性質によ っ ては， 多少のí{'(Fflと 手数を裂しても ， い

わゆる執行力の点において公正証告をHJ \，、る万が望ましいこと

はいうまでもない。しかしながら国鉄における契約件数はきわ

めて多く ， いちいち公正証書を作成することは事実上困難であ

り ， またその必要のないものもあるので， 国鉄は私司自証詮を原

則とし ， 金銭上の消費貸借のように， b1務者がむl務不履行の場

合において直ちに強制執行を必裂とするような契約の場合につ

いてのみ， 公正証書によることとしている(鈎 57 条)。

。 1) 入札保証金および契約保証金 この 2 つの担保の納付 ・

免除 ・ 返巡お よび取得にl其l し ては越本tl(Jな条項があり ， その取

扱の制I êl ・ 手続については，担保~倣規程にiìN られている。入

札保証金のi場合は原則 と して現金または有 fillí ffiE券をもって ， 入
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札制lの市伊11契約の場合は拍をもって而jを下らない

範囲で， その率を契約担当役がそのつど定め納付させるこ とと

し ， 契約保証金の場合は原則として， 現金または有fillí証券をも
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っ て，契約金額の (売却契約の場合は入札保証金の場合と
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問機)を下らない範聞で， その率を契約担当役がそのつど定め

納付させること としている (~ 11 ・ 38 ・ 39 ・ 59 ・ 60 ・ 73 条) 。

つぎに保証金として納付できる有価証券の極鎖は， つぎのと

おり でいずれも無記名債券にかき.る。

ア 鉄道fj'(券イ 国債(特別減税図依を除く) ウ 71î f言電

話fj'(券(政府保証のものにかぎる) エ 興業似券， 長期信用債

券，間エß1券およびぬ林債券。

以上の依券については，手1)付fj'( ・ 割引 61の別または現物依 ・

登録fi1の別を問わないが，鉄道fj'(!fJ以外の切合は. !Q金納付の

ぬ合の 2 測機 しの金額のものを納付することとなっている(担

保取扱規紅白I~ 9 条)。なお前述の!Q金または有flllí証券のほか，

き.のものも保証金として受け入れることとなっている。

ア 保証保険証券の受入れについて特約した保険会社の保険

証券イ 銀行の述術保証書ウ鉄道m券預り証

(12) 延滞償金 契約の相手方が債務の履行を遅滞した場合に

おいて，国鉄が徴すべき損害賠償金である延滞償金の率につい

ては， つぎの率により契約担当役がそのつど約定することがで

きる。

ア 契約の相手方の債務が金銭以外の紛十l を目的と する渇合

は， 遅滞日数 1 日につき契約金創の 1 以上。
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イ 契約の相手方の債務が，後納扱に係る金銭の給付 を目 的

とする場合は，当該債務額に対し日歩 4 鍛以上(相手方が国等

の場合は， 日歩 2 銭 7 厘以上)。

ウ 契約の相手方の債務が，後納数以外の金銭の納付を目的

とする場合は， 当該債務傾に対し日歩 3 銭以上(相手方が国主事

の場合は，日 歩 2 鋭 7lill以上)。

また契約担当役が延滞償金の率につき， ivl述の率を下回る率

を約定しようと するときは，あらかじめ総裁の7J\ ræ.を受けねば

ならない。なお予納金， 売却代金の前納金，使用料の前納金(定

期使用料を除 く )など契約の相手方の金銭の納付が， 国鉄の債

務の履行の単なる前提条件となるにすぎないものに対しては，

延滞償金を欲しない(第 67 条)。

(13) 危険負担 物件の売買または修理もし く は改造の工事の

訪負などの双務契約における危険負担については，契約の自がj

物が特定物であると不特定物であるとを問わず，民法W; 536 条

第 1 ~買にしたがい，すべて債務者主義によることとしている 。

物併の売'1'1.または修j)J!もしくは改造の工事の請負などの双務契

約における危険負犯は，木質的には，位務者のj.'_(に附する こ と

ができないl)j. 1おによ る履行不能の効来に|却する IU]1逝である。一

般的にい って ， ある ß~務が有効に成立したのちに， ßl務省の5!i

に帰することができない事由により，その債務を履行すること

が不能<1[<発的不能)となったときは，債務者はそのfj'(務の履

行を免れるとい う考えプJが通説とな っ ている(民法第 4 15 条反

対解釈)。しかしながら双務契約の湯合は， 当事者双方が互に対

1田i的意義を有する自主務を負担し合うので， 当事者の一方が債務

を免れたときは， 他の当事者の依務はどうなるかと いう l同組が

生ずる。 すなわち相手方ほ債務を免れたにもかかわらず， 自分

のfiU:líだけは残り ， これを履行しなければならないかどうかと

いうことが危険負担の |問題である。例えば売'1'1.または修潤!工事

の討i魚の目 1:lt)物である家屋が，類焼によって全焼または半焼し

た場合， '1'1.主または注文者が売主または請負人に対して， 売口

または請負の代金の全部または一部を支払う べきかどうかとい

うこ と が危険負担の附姐であり ， このような場合，民主または

注文者が代金を支払うという考え方に立つものを位権者主義，

民主または注文者がこれを支払わないという考え方に立つもの

を依務者主義とよんでいる。たが国の民法では，特定物に附す

る物権の設定または移転を目的とする双務契約の場合にかぎり ，

依権者主義をとり ， その他の双主主契約の場合は，すべて依務者

主義を係JIJ しているが，危険負担にl刻する民法の規定は，強行

規定と解することができないので，双務契約金放を通じて似務

者主まえを保則する ことが， 双務契約の性質および双務契約の当

事者双方の;岱以にも っ ともよく適合するという考え方の下に，

国鉄においてはlÌÍl述のよう に俊務者主義に統一している(鈎 68

条)。

(14) 損害の負担 工事の請負人がその工事の施行に側主li した

m宙，なかでも不可抗力にも と づく 鍋寄を諮負人自身が負担す

るか， 注文者である国鉄が負担するかという問題は， 前述の危

険負担，すなわち請負人の履行不能に関する問題ではな く ， 本

米請負人のN'，~i~ な履行í{'(用の負担に関する問題であるので，危

険負担とは}JIJにm曾の負担としてこれを規定している。すなわ

ち一般の工駅前負の場合は当該契約成立後，工事の目的物の提

供前に，エ耶の施行にi刻して生じた損容については，国鉄のj'{

に帰すべき郡山による場合を除き，原則として請負人の負J且 と

している。しかしながら，建設工事の請負の場合は，おおむね

当該工事が屋外で続行され， 天災その他不可抗力により不ìll1)の

災厄を受ける危険の度合が，他の工事にくらべていちじるしく

高く ， したが っ てこの径の工事の請負に闘し，すべて不可抗力

による履行政HJ の地力11分を詰負人の負担とするときは，常に訪
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